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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組成がＣ：０．０８～０．１２質量％、Ｍｎ：０．３０～０．６０質量％、Ｐ：０．０
２０質量％以下、Ｓ：０．０１０質量％以下、Ｓｉ：０．２０～０．５０質量％、Ｃｒ：
８．００～９．５０質量％、Ｍｏ：０．８５～１．０５質量％、Ｖ：０．１８～０．２５
質量％からなる９Ｃｒ鋼管のシームレス鋼管を圧延後に冷却し、該冷却の後に再加熱して
熱処理を行うシームレス鋼管製造工程の前記冷却段階において、鋼管温度が７５０℃以上
の領域では搬送台として上面に断熱材を装着した冷却床を用い、搬送台上面が鋼管外面を
局部冷却するのを防止することを特徴とする鋼管の冷却方法。
【請求項２】
　前記断熱材の装着は冷却床上面に凹孔を設け、セラミックファイバー紡織材を上面に添
着した取付体の脚部を該凹孔内に挿入することを特徴とする請求項１記載の鋼管の冷却方
法。
【請求項３】
　前記断熱材の装着は、セラミックファイバー紡織材を上面に添着した鋼板を冷却床上面
に着脱自在に固定することを特徴とする請求項１記載の鋼管の冷却方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シームレス鋼管製造工程における圧延後の鋼管の冷却方法に関する。さらに
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詳しくは比較的小径のシームレス鋼管、例えば９Ｃｒ鋼管等に生じるレーキ割れ防止技術
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　外径１２０ｍｍ以下の小口径シームレス鋼管は管材（丸ビレット）を加熱し、ピアサに
て穿孔し、マンドレルミル、レデューサを経て製管した後、焼入れ、焼戻し、焼きならし
等の熱処理を行い、サイジングミルでサイジングを行い、その後、各種試験、ねじ切り等
を行い製品となる。
【０００３】
　この鋼管製造工程において、シームレス鋼管はレデューサ等による成形の後、冷却床上
を搬送されながら徐冷される。この冷却時に、例えばＣｒ含有量が８．０～９．５質量％
の９Ｃｒ鋼管のような割れ感受性の大きい鋼種では、冷却床の移動床と接した部分の近傍
に、次工程の熱処理工程で、いわゆるレーキ割れと称する亀裂を発生する問題がある。こ
のようなレーキ割れに対して、その原因究明が種々行われている。
【０００４】
　例えば、鋼材の材質改善による焼入指数の低減や鋼中のＮ含有量を低減する低Ｎ化等が
行われている。このような対策によっても、従来、レーキ割れを完全に防止することはで
きなかった。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明者は、レーキ割れが１年のうち寒冷期に生ずることが多いなどの事情があること
に着目し、研究を重ねてその原因究明に当った結果、レーキ割れ発生機構の原因の１つと
して、鋼管と冷却床との接触部における鋼管の局部冷却によって生ずる鋼組織の変態に伴
う熱膨張係数の差異発生に起因するという新たな知見を得た。このため、１年の中の寒冷
期と温暖期とでは環境温度の差による微妙な局部冷却差の影響が現れ、その結果差異が生
ずるものと推定された。
【０００６】
　本発明は、このような知見に基づいて、局部冷却に起因する熱膨張係数の差異発生を防
止する効果的な対策案を開発し、これを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、上記問題点を解決するためになされたもので、次の技術手段を講じたことを
特徴とする鋼管の冷却方法である。すなわち、本発明は、　組成がＣ：０．０８～０．１
２質量％、Ｍｎ：０．３０～０．６０質量％、Ｐ：０．０２０質量％以下、Ｓ：０．０１
０質量％以下、Ｓｉ：０．２０～０．５０質量％、Ｃｒ：８．００～９．５０質量％、Ｍ
ｏ：０．８５～１．０５質量％、Ｖ：０．１８～０．２５質量％からなる９Ｃｒ鋼管のシ
ームレス鋼管を圧延後に冷却し、該冷却の後に再加熱して熱処理を行うシームレス鋼管製
造工程の前記冷却段階において、鋼管温度が７５０℃以上の領域では搬送台として上面に
断熱材を装着した冷却床を用い、搬送台上面が鋼管外面を局部冷却するのを防止すること
を特徴とする鋼管の冷却方法である。
　この場合、前記断熱材の装着は、冷却床上面に凹孔を設け、セラミックファイバー紡織
材を上面に添着した取付体の脚部を該凹孔内に挿入したり、あるいはセラミックファイバ
ー紡織材を上面に添着した鋼板を冷却床上面に着脱自在に固定するのが好ましい。
【０００８】
　本発明において搬送台上面が鋼管を局部冷却するのを防止する領域としては、鋼管温度
が７５０℃以上の領域とすればよい。レデューサ等による加工後の鋼管温度は９００～９
５０℃程度であり、加工後鋼管は冷却装置で搬送されながら徐冷される。冷却床と接触し
ない部分の鋼管は外表面はフェライト組織であり、肉厚内部はマルテンサイト組織となっ
ている。
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【０００９】
　本発明者は、冷却床と接する部分が冷却床によって急冷され、この部分の鋼板の組織が
変態によりマルテンサイト組織となり、次の熱処理段階における加熱時にレーキ割れを生
ずることを知見した。本発明は、鋼管の冷却工程において、鋼管表面を冷却床の冷却床と
接触しない部分と同様にフェライト組織のまま維持することを主眼としている。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、シームレス鋼管製造工程の冷却工程における部分的な組織変化の起る
おそれのある領域において、冷却床による鋼管の局部急冷を防止することが可能となった
ので、レーキ割れを効果的に防止することができるようになった。なお、割れ感受性を低
下させるような鋼管材質等の改善とも併せ、実効ある効果が得られるようになった。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　シームレス鋼管圧延後の冷却工程中で鋼管の内外温度差と内外組織の差による熱膨張係
数差とにより、鋼管外表面に圧縮応力が作用する状態となっていると、外表面に亀裂が生
じない。
【００１４】
　冷却工程中の高温の領域で、鋼管が冷却床と接する部分では、鋼管の外表面近傍の組織
が冷却によりマルテンサイト組織となるので、肉厚内外ともマルテンサイト組織となる。
このため、鋼管の外表面と内部熱膨張係数は等しくなる。熱処理等の加熱時に鋼管内外面
に温度差が生じ、この温度差により鋼管の外表面に生ずる応力は引張応力となる。その結
果、鋼管外表面に亀裂を生ずるおそれが増大する。
【００１５】
　組織が変化する温度は鋼種により差異があるが、概ね８２０～８８０℃の範囲にある。
従って、圧延加工後の鋼管がこの領域において冷却床による急冷が生じないようにすると
よい。安全とばらつきを考慮して鋼管の温度範囲が７５０℃以上となる区域において、冷
却床による鋼管の急冷が生じないように設定すればよい。
【００１６】
　以下図面を参照して本発明の実施の形態を説明する。
【００１７】
　図１、図２は本発明の実施例の鋼管の冷却工程における冷却床を模式的に示す説明図で
ある。
【００１８】
　冷却床は三角山と三角谷とが上面に長手方向に鋸状に連設されている固定床と移動床と
が隣り合って並列している。移動床が上昇、前進、下降、後退のサイクルを繰返すことに
より、冷却床上の鋼管が固定床上を歩進前進する。鋼管は、冷却床の上面の三角谷の部分
に接触載置され、冷却床に接する部分が冷却床への熱伝導により余分に冷却される。この
部分的な余分な冷却が、レーキ割れ発生の原因となる。
【００１９】
　そこでこれを防止するために、鋼管温度が７５０℃以上である領域の冷却床の鋼管と接
する三角谷の部分に断熱材を添着して熱伝導による余分な冷却を防止する。
【００２０】
　図１は実施例の冷却床金物１０の斜視図で、連続する三角山が２連のものを例示した。
この冷却床金物１０は冷却床の固定又は移動機構に連結する取付部１１を有している。図
１は冷却床金物１０の上面１２に凹孔１３を設け、断熱材２０を上面に添着した取付体２
１の脚部２２を矢印２３で示すようにこの凹孔１３内に挿入し、冷却床金物１０の上面に
断熱材２０を装着した実施例を示したものである。
【００２１】
　断熱材２０としては、ステンレス補強線によって補強したセラミックファイバー紡織材
を用いた。このセラミックファイバー紡織材はＡｌ2Ｏ3とＳｉＯ2を主成分とした断熱材
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を紡織したもので、連続使用で１０００℃以上の耐熱性を有し、短時間使用で１２５０℃
までの耐熱性を有し、耐久性に富み、高い断熱性を備えている。
【００２２】
　図１に示す実施例では、凹孔１３として角孔を設け、断熱材２０を装着した取付体２１
の脚部２２をこの角孔に挿入した例を示したが、これに限るものではなく、例えば凹孔１
３を複数個の丸孔等とし、取付体２１の脚部２２の形状をそれに応じた形状としてもよい
。
【００２３】
　図２は断熱材２０を上面に添着した溝形の鋼板２４を冷却床金物１０の上に載せ、鋼板
２４の溝の側壁部２５を冷却床金物１０の側面に固定ボルト２６を用いて固定した例であ
る。
【００２４】
　次に本発明方法の効果を示す実験例について説明する。組成がＣ：０．０８～０．１２
質量％、Ｍｎ：０．３０～０．６０質量％、Ｐ：０．０２０質量％以下、Ｓ：０．０１０
質量％以下、Ｓｉ：０．２０～０．５０質量％、Ｃｒ：８．００～９．５０質量％、Ｍｏ
：０．８５～１．０５質量％、Ｖ：０．１８～０．２５質量％から成る９Ｃｒ鋼のサンプ
ルを、図４の温度履歴曲線３１に示すように、毎秒１０℃の昇温速度で加熱し、９５０℃
に６００秒保持した後、急冷したところ組織はマルテンサイトとなっていた。一方、図５
の温度履歴曲線３２に示すように、同様の昇温速度で加熱し、９５０℃に６００秒保持し
た後、７５０℃で１８００秒保持し、その後冷却したとき、組織はフェライトであった。
【００２５】
　この２個のサンプルを図６に示す昇温パターン３３によって加熱し、熱膨張量を測定し
た。図６の昇温パターン３３は連続焼鈍炉における加熱パターンを模したものである。熱
膨張量の測定結果は図３に示すようになった。
【００２６】
　図３は、再加熱工程におけるフェライトとマルテンサイトの熱膨張量を示すグラフであ
る。曲線５１はフェライト、曲線６１はマルテンサイトの熱膨張曲線である。再加熱工程
において鋼管外表面温度と鋼管内表面温度に１５℃の温度差があるとする。内外組織がフ
ェライトである場合、外表面位置５２と内表面位置５３との熱膨張量の差は、熱膨張量差
５４で示すように小さい。これに比し、外表面がマルテンサイトであると、外表面位置６
２と内表面位置５３との熱膨張量差６３は過大となり、外表面位置に亀裂が生ずる。
【００２７】
　図はこのことを示すもので、鋼管の内外面温度差が１５℃であるとき、横軸に内表面温
度を取り、縦軸に外表面の周方向応力ＭＰａを取って両者との関係を示したものである。
曲線７１は図３の曲線６１に対応し、曲線７２は図３の曲線５１に対応するものである。
温度推移に伴って、外表面引張、外表面圧縮が内面温度８２０～８４０℃附近で起ってい
る。
【００２８】
　そして、曲線７１では約１３０ＭＰａのピーク周引張応力を発生しており、この値は８
５０℃におけるγ相の引張強度に相当する値であり、レーキ割れが発生する原因となるこ
とが確かめられた。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】実施例の冷却床の模式的説明図である。
【図２】別の実施例の冷却床の模式的説明図である。
【図３】フェライトとマルテンサイトの熱膨張曲線を示すグラフである。
【図４】実験例の温度履歴曲線である。
【図５】実験例の温度履歴曲線である。
【図６】実験例の昇温パターンである。
【図７】推定応力値のグラフである。
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【符号の説明】
【００３０】
　１０　　冷却床金物
　１１　　取付部
　１２　　上面
　１３　　凹孔
　２０　　断熱材
　２１　　取付体
　２２　　脚部
　２３　　矢印
　２４　　鋼板
　２５　　側壁部
　２６　　固定ボルト
　３１、３２　　温度履歴曲線
　３３　　昇温パターン
　５１　　曲線
　５２　　外表面位置
　５３　　内表面位置
　５４　　熱膨張量差
　６１　　曲線
　６２　　外表面位置
　６３　　熱膨張量差
　７１、７２　　曲線

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図６】

【図７】
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